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 第１章 人口の分析 
 

第１節 人口の現状 

 

１ 人口等の現状分析 

（１）人口推移 

昭和33年（1958年）に市制が施行される以前、昭和20年代から人口が急増しており、昭和54年

（1979年）には10万人を超えます。その後も人口は堅調で、平成27年（2015年）8月1日現在、

117,898人になっています。 

 
出典：住民基本台帳（各年1月1日） 

図表1 人口推移：昭和20年（1945年）～平成27年（2015年） 
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近年の人口増加率を多摩26市で比較すると、平成17年（2005年）から平成22年（2010年）にか

けての増加率は18位でしたが、過去5年間における人口増加率は3位になっています。 

 

 

出典：「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（各年１月1日現在） 

図表2 東京市部における人口（日本人のみ）の増減率の比較 
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21 国立市 72,101 72,955 1.18 21 多摩市 145,439 -0.17
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（２）人口構成 

住民基本台帳にみる平成22（2010）年4月1日の人口構成は少子高齢化社会を示す「つぼ型」

です。平成27（2015）年4月1日も同様に「つぼ型」ですが、0～4歳の人口が男女ともに増えている

ことが分かります。 

 

 
出典：住民基本台帳 

図表2 人口ピラミッド：平成22（2010）年 

 

 
出典：住民基本台帳 

図表3 人口ピラミッド：平成27（2015）年 
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（３）年齢 3 区分人口の推移 

年齢3区分の人口推移をみると、人口全体が増えている中、年少人口（0～14歳）・生産年齢人

口（15～65歳）は若干伸びており、老年人口（65歳以上）は大幅に伸びていることが分かります。

高齢化率では、平成7年（1995年）では10％台でしたが、平成27年（2015年）では20％を超えて

います。 

 

出典：住民基本台帳（各年1月1日） 

図表4 年齢3区分の人口の推移：平成7年（1995年）～平成27年（2010年） 

 

 

出典：住民基本台帳（各年1月1日） 

図表5 年齢3区分の人口構成割合の推移：平成7年（1995年）～平成27年（2015年）  

14,427 13,945 13,704 13,544 14,072 

77,477 77,226 79,505 79,223 79,497 

12,966 15,942 18,594 21,119 24,102 
104,870 107,113 

111,803 113,886 
117,671 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

平成7年

（1995）年

平成12年

（2000）年

平成17年

（2005）年

平成22年

（2010）年

平成27年

（2015）年

（人） 0～14歳 15～64歳 65歳以上

13.76 13.02 12.26 11.89 11.96 

73.88 72.10 71.11 69.56 67.56 

12.36 14.88 16.63 18.54 20.48 

0.00 

10.00 

20.00 

30.00 

40.00 

50.00 

60.00 

70.00 

80.00 

90.00 

100.00 

平成7年

（1995）年

平成12年

（2000）年

平成17年

（2005）年

平成22年

（2010）年

平成27年

（2015）年

（人） 0～14歳 15～64歳 65歳以上



6 

（４）世帯人員の推移 

世帯状況の推移をみると、平成2年（1990年）以降、減少傾向にあり、平成27年（2015年）の1世

帯当たりの世帯人員は2.05人/世帯になっています。 

 

出典：住民基本台帳 

図表6 総人口と世帯数、1世帯あたりの世帯人員の推移：平成2年（1990年）～平成27年（2015年） 

 

（５）家族の類型 

家族の類型をみると、核家族と単独世帯がそれぞれ4割半ばを占めています。国・東京都とくら

べると、単独世帯の割合が多いです。 

 

出典：平成22年国勢調査 

図表7 世帯の家族類型別割合：平成22年（2010年） 
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（６）地区別の人口推移 

地区別の人口推移をみると、全体的に堅調ななか、特に本町の人口が増加しています。 

貫井北町にて平成22年（2010年）から平成23年（2011年）にかけて2,000人規模で人口が増え

ているのは、町内に公務員宿舎が建設されたことによるものです。 

 

出典：住民基本台帳 

図表8 地区別の人口推移：平成21年（2009年）～平成27年（2015年） 
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図表８に示す10地区を、都市計画マスタープランにならい、武蔵小金井駅を中心とする北西に

位置する武蔵小金井地区、東小金井駅を中心とする北東に位置する東小金井地区、国分寺崖

線の南側に位置する野川地区に分けた上での人口推移をみると、図表10～12のようになります。 

 

地区 町名 

武蔵小金井地区 関野町２丁目、緑町３～５丁目、中町３丁目 

本町、桜町、貫井北町、貫井南町３丁目 

東小金井地区 東町、梶野町、関野町１丁目 

緑町１～２丁目、中町２丁目 

野川地区 中町１、４丁目、前原町、貫井南町１、２、４、５丁目 

 

 

出典：小金井市都市マスタープラン（人口等データは最新） 

図表 9 小金井市の地域区分 
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図表 10 武蔵小金井市の人口推移 

 

 

 

図表 11 東小金井の人口推移 
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図表 12 野川の人口推移 
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２ 出産（自然増）について 

（１）5 歳階級別の未婚率 

5歳階級別の未婚率をみると、いずれの年代においても女性よりも男性の未婚率が高いです。

東京都平均と比較すると、男性はどの年代においても東京都よりも高く、女性は35歳未満におい

て東京都よりも高いです。 

 
出典：平成22年国勢調査 

図表13 5歳階級別の未婚率：平成22年（2010年） 
 

（２）合計特殊出生率 

合計特殊出生率は、平成20年（2008年）まで減少傾向にありましたが、全国・東京都との回復

基調に合わせて、増加に転じました。平成25年（2013年）時点では1.29となっており、東京都より

0.16高く、全国よりも0.14低いです。 

 
出典：東京都人口動態統計 

図表14 合計特殊出生率の推移：平成5年（1993年）～平成25年（2013年） 
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３ 転入・転出（社会増減）について 

（１）転入・転出の状況（社会増減と自然増減） 

自然増減（出生・死亡）については、平成7年（1995年）に出生数が死亡数とほぼ同数となりま

すが、平成22年（2010年）には出生数が上回っています。 

社会増減（転入・転出）については、平成7年（2005年）までは転入者数・転出者数ともに減少

傾向にありましたが、平成22年（2010年）には転入者数が増加し、転出者数を上回っています。

ただし、平成22年（2010年）は貫井北町の宅地開発があったため、転入者が多くなったと考えら

れます。 

 
出典：小金井市統計 

図表15 転出・入者数、出生数・死亡者数の推移：昭和60年（1985年）～平成22年（2010年） 

 

（２）5 歳階級別の転入・転出数 

平成22年（2010年）の転入・転出状況をみると、20～24歳で特に転入が多く、10～24歳で転入

超過が見られます。一方、25～29歳をピークとして若い世代の転出が多く、転入も一定程度はあ

りますが、転出超過が見られます。 

 
出典：平成22年国勢調査 

図表16 5歳階級別の転出者数・転入者数：平成22年（2010年） 
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（３）転入・転出の状況 

転入前の居住地は東京都が最も多く、なかでも杉並区、武蔵野市、三鷹市、小平市など、近

い自治体からの転入が多く見られます。転出後の居住地も東京都が最も多く、なかでも小平市、

府中市、武蔵野市、杉並区など、同じく近い自治体への転出が多く見られます。 

 
出典：平成22年国勢調査 

図表17 都内区市町村別転入者数：平成22年（2010年） 

 
出典：平成22年国勢調査 

図表18 都内区市町村別転出者数：平成22年（2010年） 

 

小金井市と各自治体間の転入者と転出者の差をみると、杉並区のあいだで転入超過になっています。

一方、小平市・府中市のあいだで転出超過になっています。 

 
出典：平成22年国勢調査 

図表19 市町村別の転入者・転出者の差：平成22年（2010年） 
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第２節 人口推計 

 

１ 国による将来推計（国勢調査に基づく推計） 

（１）推計手法 

国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）ならびに日本創成会議による、国勢

調査結果を用いた人口推計と、国から提供されるワークシートを活用した独自推計を比較しま

す。 

それぞれの人口推計の条件は以下のとおりで、平成22年（2010年）を基準として、平成72年

（2060年）までの50カ年を５年単位で推計しています。 

 

パターン１ 社人研推計 

 ○主に平成17年（2005年）～22年（2010年）の人口の動向を勘案し、将来の人口を推計 

○移動率は、今後、全域的に縮小すると仮定 

〈出生に関する仮定〉 

・原則として、平成22年（2010年）の全国の子ども女性比（15～49歳女性人口に対する

０～４歳人口の比）と、各市町村の子ども女性比との比をとり、その比が平成27年

（2015年）以降52年（2040年）まで一定として市町村ごとに仮定 

〈死亡に関する仮定〉 

・原則として、55～59歳⇒60～64歳以下では、全国と都道府県の平成17年（2005年）

⇒22年（2010年）の生残率の比から算出される生残率を都道府県内市町村に対して

一律に適用 

・60～64歳⇒65～69歳以上では、上述に加えて、都道府県と市町村の平成12年（2000

年）⇒17年（2005年）の生残率の比から算出される生残率を市町村別に適用 

〈移動率に関する仮定〉 

・原則として、平成17年（2005年）～22年（2010年）の国勢調査（実績）に基づいて算出

された移動率が、平成27年（2015年）～32年（2020年）までに定率で0.5倍に縮小し、そ

の後はその値を平成47年（2035年）～52年（2040年）まで一定と仮定 

パターン２ 日本創成会議推計 

 ○国立社会保障・人口問題研究所の推計をベースに、移動に関して異なる仮定を設定 

〈出生・死亡に関する仮定〉 

・パターン１と同様 

〈移動率に関する仮定〉 

・全国の移動総数が、国立社会保障・人口問題研究所の平成22年（2010年）～27年

（2015年）の推計値から縮小せずに、平成47年（2035年）～52年（2040年）まで概ね同

水準で推移すると仮定（国立社会保障・人口問題研究所の推計に比べて、純移動率

（の絶対値）が大きな値となります） 
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（２）推計結果 

社人研による人口推計では、平成52年（2040年）で122,170人、平成72年（2060年）で109,937

人となり、将来人口は約1万人、減少すると予測されます。 

 
図表20 人口推計の比較 

 

 

 

 

 

 

  

118,854 117,462

100,167

122,170

109,937

95,000

100,000

105,000

110,000

115,000

120,000

125,000

130,000

平成22

(2010)年

平成27

(2015)年

平成32

(2020)年

平成37

(2025)年

平成42

(2030)年

平成47

(2035)年

平成52

(2040)年

平成57

(2045)年

平成62

(2050)年

平成67

(2055)年

平成72

(2060)年

社人研 日本創成会議（人）



16 

２ 住民基本台帳に基づく人口推計 

（１）推計手法と条件 

上記を踏まえ、住民基本台帳の平成27年4月1日付の人口を基準とした人口推計を行い、それ

を基準として自然増・社会増が及ぼす影響についてシミュレーションします。 

前提となる出生率・移動率などは以下のとおりです。 

 

○推計期間 平成27年（2015年）～平成72年（2060年） 

○推計手法 コーホート要因法 

○出生率 平成20年（2008年）度～平成25年（2013年）度の合計特殊出生率の平均値を基

準として、推計期間中一定とする 

○子ども性比  平成20年（2008年）度～平成25年（2013年）度に生まれた子どもの男女比の平

均値を基準として、推定期間中一定 

○移動率 平成23年（2011年）～平成27年（2015年）（いずれも4月1日）の1年間ごとの純

移動率の平均値を基準として、平成28年（2016年）～平成38年（2026年）の10

年間で定率に半減する。平成38年（2026年）以降は一定 

○生残率 厚生労働省平成22年都道府県別生命表の東京都の数値を基準として、推計

期間中一定（101歳以上の生残率は99→100歳を適用） 

 

推計では、0～115歳の年齢別人口を、1年ごとにコーホート要因法を用いて武蔵小金井地区、

東小金井地区、野川地区それぞれで推計し、市域全体の推計はそれらを合計しました。毎年の

0歳児の人口は、14～49歳の5歳階級ごとの出生数を、各階級の合計特殊出生率に基づいて算

出し、合計することで得ています。 

 

（２）推計手法と条件 

人口は、平成35年（2023年）の120,012人をピークとして減少します。平成72年（2060年）の推

計人口は99,800人となり、平成27年（2015年）よりも約1.8万人減少します。 

 

図表21 住民基本台帳に基づく人口推計 
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（３）人口構成の変化 

5年ごとに年齢3区分の人口推移をみると、65歳以上（老年人口）は平成62年（2050年）まで増

加します。0～14歳（年少人口）、15～64歳（生産年齢人口）は平成37年（2025年）度まで増加し

ますが、その後、減少に転じます。年齢3区分の割合では年々、高齢化率が上昇し、平成57年

（2045年）には30％を超えます。 

 

図表22 5年ごとの年齢３区分人口の推移 

 

 

図表23 5年ごとの年齢３区分人口割合の推移 
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（４）地区別の人口推計 

①武蔵小金井地区 

5年ごとの推移をみると、平成37年（2025年）の55,152人をピークとして減少し、平成72年

（2060年）には47,981人となり、平成27年（2015年）より約5,000人少なくなります。 

 

 

図表24 武蔵小金井地区における5年ごとの年齢3区分人口の推移 

 

 

図表25 武蔵小金井地区における5年ごとの年齢3区分人口割合の推移 
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②東小金井地区 

平成37年（2025年）の36,090人をピークとして減少し、平成72年（2060年）には30,194人とな

り、平成27年（2015年）と約6,000人少なくなります。 

 

 

図表26 東小金井地区における5年ごとの年齢３区分人口の推移 

 

 

図表27 東小金井地区における5年ごとの年齢３区分人口割合の推移 
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③野川地区 

平成32年（2020年）の29,001人をピークとして減少し、平成72年（2060年）には21,624人とな

り、平成27年（2015年）よりも約7,000人減少すし、3地区のなかでは最も大きく減少します。 

 

 

図表28 野川地区における5年ごとの年齢３区分人口の推移 

 

 

図表29 野川地区における5年ごとの年齢３区分人口割合の推移 
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第３節 人口の変化が地域の将来に与える影響 
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第２章 まちの分析 
 

第１節 市民意識の現状 

 

１ アンケート概要 

 

 

 

２ 転入した理由や選択理由 

 

 

 

３ 高校・大学等の卒業後の進路や就職観について（学生向け） 

 

 

 

４ 出産・子育てに関する意向について 

 

 

 

５ 小金井市の住みやすさや定住意向について 
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第２節 まちの現状 

 

１ 就業 

（１）市民の就業・通学の状況 

市民のうち就業者は62,319人（就業地不明を含む）であり、そのうち14,463人は市内にて就業

しています。市内就業者は全就業者の22.8％であり、市外に勤務する人が７割を占めています。 

 
出典：平成22年国勢調査 

図表30 就業地・通学地（市内・市外）による就業者数・通学者数：平成22年（2010年） 

 

 
出典：平成22年国勢調査 

図表31 就業地・通学地（市内・市外）による就業者数・通学者数の割合：平成22年（2010年） 

 

 

 

 

3,583 3,583 

10,880 8,566 

2,314 

43,819 

37,572 

6,247 

58,282 

49,721 

8,561 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

総数 就業者 通学者

（人）
市内（自宅） 市内（自宅外） 市外

5.7%

6.7%

17.5%

16.1%

25.6%

70.3%

70.5%

69.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数

就業者

通学者

市内（自宅） 市内（自宅外） 市外



24 

（２）市民の就業率 

市民の5歳階級別の就業率をみると、東京都とくらべて、男性は生産年齢人口において東京

都よりも全般的に高いです。女性については35歳以降は東京都よりも低いです。 

 

出典：平成22年国勢調査 

図表32 5歳階級別の就業率：平成22年（2010年） 
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（３）昼夜間人口 

昼夜間の人口をみると、夜間人口の方が多く、昼間の市外への流出が見られます。 

市内就業者数と昼間流出人口比率を近隣の5つの自治体とくらべると、武蔵野市・三鷹市より

は高く、府中市よりは低いです。小平市・国分寺市とおおむね同じ程度です。 

 

出典：国勢調査 

図表33 昼夜間人口の推移：昭和60年（1985年）～平成22年（2010年） 

 

 
出典：東京都の昼間人口 

図表34 近隣自治体の中間流出人口の比較：平成22年（2010年） 
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（４）市内就業者・通学者の状況 

小金井市内で働く就業者は27,360人（就業地不詳の市民を含む）であり、そのうち市外から通

勤している人は15,211人です。市民よりも約3,000人多いです。市内に通学する人は11,296人

（通学地不詳の市民を含む）であり、そのうち市外から通学する人は8,982人であり、約8割を占め

ています。 

 

出典：平成22年国勢調査 

図表35 市内の就業者・通学者の居住地：平成22（2010年） 

 

近隣の5つの自治体（武蔵野市・三鷹市・府中市・小平市・国分寺市）と比較すると、小金井市

の市内就業者数は最も少なく、最も多い府中市の約4分の1です。 

 

出典：平成22年国勢調査 

図表36 近隣自治体の市内就業者数・内訳の比較：平成22年（2010年） 
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２ 産業 

（１）産業別就業者数の推移 

市内産業は三次産業が中心ですが、第二次・第三次産業ともに就業者数は年々減少してい

ます。 

 
出典：国勢調査 

図表37 産業別就業者数の推移：平成7年（1990年）～平成22年（2010年） 

 

 

（２）商業の状況 

小売業の事業所数などをみると、事業所が409件に対して、従業者数が4,126人、年間商品販

売額が64,956百万円です。近隣の5つの自治体を比較すると、いずれも最も低い数値です。 

 
出典：経済センサス活動調査（平成24年） 

図表38 近隣自治体の事業所数・従業者数・年間商品販売額の比較：平成22年（2010年） 
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（３）工業の状況 

工業の事業所数・製造品出荷額をみると、事業所が22件、製造品出荷額が1,014千万円です。

近隣の5つの自治体を比較すると、いずれも最も低い数値です。 

 
出典：経済センサス活動調査（平成24年） 

図表39 近隣自治体の事業所数・製造品出荷額の比較：平成22年（2010年） 
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３ 土地利用 

（１）土地利用比率 

土地利用比率をみると、平成24年（2012年）では62.2％が宅地として利用されています。平成

19年（2007年）と比較すると、約2％増加しています。 

 
出典：東京の土地利用（東京都） 

図表40 土地利用比率の変化：平成19年（2007年）・平成24年（2012年） 

 

近隣の5つの自治体の土地利用比率と比較しても、いずれの自治体も5～6割が宅地として利

用されています。 

 
出典：東京の土地利用（東京都） 

図表41 近隣自治体の土地利用比率の比較：平成24年（2012年） 
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（２）用途地域の割合 

小金井市の用途地域の割合をみると、住居系の用途地域が全体の約95％を占めており、さら

に低層住宅専用地域が65.1％となっています。 

 

出典：小金井市資料 

図表42 用途地域の割合 

 

（３）住宅所有関係 

小金井市では持ち家率が46.4％となっています。そのうち一戸建ては33.2％となっており、武

蔵野市・三鷹市よりは高く、小平市・国分寺市よりは低いです。 

 

出典：平成22年国勢調査 

図表43 近隣自治体の住宅の所有関係別の割合の比較：平成22年（2010年） 
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（４）地価公示価格 

小金井市の人口密度は10,364人/km2となっており、調布市、国分寺市と同程度になっていま

す。隣接する武蔵野市・西東京市は特に人口密度が高く、三鷹市も小金井市よりはやや多いで

す。 

 
出典：住民基本台帳による東京都の世帯と人口 平成27年1月 

図表44 東京市部における人口密度の比較 
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（５）地価公示価格 

小金井市の平成27年度地価公示価格をみると、平均価格では東京都26市のうち6位です。武

蔵野市・三鷹市・国立市など、主としてJR中央線の杉並区以西の地価公示価格が高いことが分

かります。 

 

出典：平成27年度地価公示 

図表45 東京市部における地価公示価格の比較 
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１．アンケート概要 

（１）目的 

小金井市人口ビジョンならびに小金井市まちひとしごと創生総合戦略の策定にあたり、人口変

動に影響を与える、進学・就職・出産・子育てに関する実態や考え方を伺い、今後の取組みを検

討する際の基礎資料を得ることを目的としています。 

 

（２）対象者： 

小金井市に住む16歳から39歳の方 

 

（３）調査期間 

平成27（2015）年7月29日（水）～8月31日（月） 

 

（４）対象者数 

2,000名 

 

（５）集計数 

480名 

 

（６）回収率 

24.0％ 

 

 

  



2 

２．基本属性 

問１ 性別（○は１つだけ） <SA> 

「男性」は32.1％、「女性」は67.3％です。 

 

 

問２ 年齢（○は１つだけ） <SA> 

「35～39歳」が33.5％で最も多く、次いで「30～34歳」が26.5％、「25～29歳」が17.3％で続きます。 

 

 

 

男性

32.1%

女性

67.3%

無回答

0.6%
N=480

16～19歳

9.6%

20～24歳

12.5%

25～29歳

17.3%

30～34歳

26.5%

35～39歳

33.5%

無回答

0.6%
N=480



3 

問３ 小金井市での居住年数（○は１つだけ） <SA> 

「生まれてからずっと住み続けている」は15.6％、「市外から引っ越してきた」が83.8％です。 

 

市外から引っ越してきた人の居住年数をみると、「1年以上、3年未満」が23.1％で最も多く、次い

で「3年以上、5年未満」が18.4％、「5年以上、7年未満」が13.7％で続きます。 

 

 

 

 

 

生まれてからずっと住

み続けている

15.6%

市外から

引っ越してきた

83.8%

無回答

0.6%
N=480

1年未満

10.2%

1年以上、

3年未満

23.1%

3年以上、

5年未満

18.4%

5年以上、

7年未満

13.7%

7年以上、

10年未満

11.2%

10年以上、

15年未満

12.7%

15年以上

9.7%

無回答

1.0%N=402



4 

問４ あなたのお住まい（○は１つだけ） <SA> 

「武蔵小金井地域」が47.1％、「東小金井地域」が30.8％、「野川地域」が21.5％です。 

 

 

町丁目別にみると、「貫井北町」が13.1％で最も多く、次いで、「本町」が12.3％、「東町」が11.3％

で続きます。 

 

 

 

 

 

武蔵小金井地域

47.1%

東小金井地域

30.8%

野川地域

21.5%

無回答

0.6%
N=480

0.4 

10.0 

4.8 

12.3 

3.5 

13.1 

2.9 

11.3 

8.3 

0.6 

5.2 5.4 

2.9 

10.8 

7.7 

0.6 

0.0 

2.0 

4.0 

6.0 

8.0 

10.0 

12.0 

14.0 

関
野
町
２
丁
目

緑
町
３
～
５
丁
目

中
町
３
丁
目

本
町

桜
町

貫
井
北
町

貫
井
南
町
３
丁
目

東
町

梶
野
町

関
野
町
１
丁
目

緑
町
１
～
２
丁
目

中
町
２
丁
目

中
町
１
、
４
丁
目

前
原
町

貫
井
南
町
１
、
２
、
４
、
５
丁
目

無
回
答

（％） N=480



5 

問５ あなたの出身地（○は１つだけ） <SA> 

「東京都以外」が54.8％で最も多く、次いで「小金井市内」が16.7％、「都京都市町村」が17.3％で

続きます。 

 

 

問６ あなたのお住まい（住居）（○は１つだけ） <SA> 

「賃貸マンション・アパート」が42.7％で最も多く、次いで「一戸建て持家」が34.0％で続きます。分

譲マンションを含めると、持ち家は43.4％です。一戸建ては37.8％です。 

 

 

小金井市内

16.7%

東京都23区

7.9%

東京都市町村

17.3%

東京都以外

54.8%

海外

2.5%

無回答

0.8%
N=480

一戸建て持ち家

34.0%

一戸建て借家

3.8%

分譲マンション

9.4%

賃貸マンション・

アパート

42.7%

社宅、官舎、寮

8.3%

公営住宅

1.3%

その他

0.0%
無回答

0.6%

N=480



6 

問７ あなたの世帯構成（○は１つだけ） <SA> 

「二世代が同居（子どもと同居）」が37.1％で最も多く、次いで「二世代が同居（親と同居）」が

21.0％、「単身世帯」が18.5％、「夫婦のみ」が17.3％で続きます。 

 

 

問８ あなたのお仕事（○は１つだけ） <SA> 

「会社員・公務員などの勤め人」が50.2％で最も多く、次いで「主婦・主夫」が15.2％、「契約社員・

アルバイト・パート」が11.7％、「短大生・大学生」が8.8％で続きます。 

 

 

単身世帯

18.5%

夫婦のみ

17.3%

二世代が同居

（子どもと同居）

37.1%

二世代が同居

（親と同居）

21.0%

三世代が同居

3.3%

その他

1.0%
無回答

1.7%
N=480

自営

2.9%

会社員・公務員などの

勤め人

50.2%

契約社員・

アルバイト・パート

11.7%

高校生・高専生

5.6%

短大生・大学生

8.8%

専門学校生

1.5%

主婦・主夫

15.2%

無職

1.7%

その他

1.7%

無回答

0.8%N=480



7 

問９ 問８で「１」～「６」を選択した人にお伺いします。どちらまで通勤・通学されていますか。（自

治体名を記入ください） <FA> 《非該当：104件を除く》 

「小金井市」が 12.0％で最も多く、次いで「新宿区」が 10.9％、「千代田区」が 8.0％で続きます。 

 
 

  

12.0 

10.9 

8.0 

5.3 

4.5 

4.3 

4.3 

3.7 

3.5 

3.5 

2.9 

2.9 

2.4 

2.1 

2.1 

2.1 

1.9 

1.9 

1.6 

1.3 

1.3 

0.8 

0.8 

0.5 

0.5 

0.5 

0.5 

0.5 

0.5 

0.5 

0.3 

0.3 

0.3 

0.3 

0.8

0.4

0.8

0.8

5.9 

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12%

Ｎ=480

小金井市

新宿区

千代田区

港区

府中市

中央区

杉並区

渋谷区

立川市

武蔵野市

中野区

八王子市

小平市

文京区

豊島区

国分寺市

品川区

国立市

三鷹市

江東区

世田谷区

東村山市

東久留米市

目黒区

板橋区

練馬区

青梅市

調布市

日野市

西東京市

台東区

江戸川区

町田市

多摩市

神奈川県

千葉県

埼玉県

その他

無回答



8 

３．転入した理由や選択理由について（転入者向け） 

問10 転入の理由は何ですか。（最も大きな要因１つに○） <SA> 《非該当：77件を除く》 

「住宅の都合（家の購入・借家の借り換えなど）」「結婚のため」が24.8％で最も多く、次いで「あな

たの仕事の都合（就職・転職・転勤など）が14.6％で続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.6 

7.7 

5.0 

1.2 

24.8 

3.5 3.7 

24.8 

7.4 
6.0 

1.2 

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

30.0 

あ
な
た
の
仕
事
の
都
合
（就
職
・転
職
・転
勤
な
ど
）

親
や
子
ど
も
の
仕
事
の
都
合
（就
職
・転
職
・転
勤
な
ど
）

あ
な
た
の
学
校
の
都
合
（進
学
・転
校
な
ど
）

子
ど
も
の
学
校
の
都
合
（進
学
・転
校
な
ど
）

結
婚
の
た
め

親
や
子
ど
も
、
そ
の
他
親
族
と
の
同
居
の
た
め

親
や
子
ど
も
、
そ
の
他
親
族
と
の
近
居
の
た
め

住
宅
の
都
合
（家
の
購
入
・借
家
の
借
り
換
え
な
ど
）

生
活
環
境
（交
通
や
買
い
物
の
利
便
性
・治
安
な
ど
）を
よ
く
す
る
た
め

そ
の
他

無
回
答

（％） N=403



9 

問11 小金井市を選択した理由は何ですか。（○はあてはまるものすべて） <MA> 

「通勤・通学に都合がよかったから」が41.5％で最も多く、次いで「住宅購入費・賃料が手ごろだっ

たから」が30.4％、「希望していた広さの住宅があったから」が24.2％、「みどり・水辺などの自然環境

がよいから」が22.1％で続きます。 

 

 

 

  

41.5 

30.4 

24.2 

13.1 

22.1 

1.0 

3.5 

2.7 

1.0 

12.9 

0.2 

0.0 

9.0 

12.9 

4.2 

13.8 

17.1 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

N=480

通勤・通学に都合がよかったから

住宅購入費・賃料が手ごろだったから

希望していた広さの住宅があったから

親や子どもの近くに住みたかったから

みどり・水辺などの自然環境がよいから

道路などの都市基盤が整備されているから

子育て環境が希望に合っていたから

教育環境が希望に合っていたから

病院などの医療体制が充実しているから

街並みや街の雰囲気がよいから

生涯学習・文化などの公共施設が

充実しているから

高齢者や障がい者の福祉が

充実しているから

治安がよいから

静かな環境で生活したかったから

小金井市に魅力を感じたから

その他

無回答



10 

４．高校・大学等の卒業後の進路や就職観について（学生向け） 

問12 高校卒業後の進路はどのように考えていますか。（○は１つだけ） <SA> 《非該当：453件

を除く》 

「大学・短大、専門学校などに進学したい」が96.3％、「働きたい」は3.7％です。 

 

問13 問12で「１」と回答した方にお伺いします。学生生活を送る上での住まいはどのように考え

ていますか。（○は１つだけ） <SA> 《非該当：454件を除く》 

「自宅から大学などに通いたい」が65.4％で最も多く、次いで「住まいにはこだわらない」が269％

です。「自宅から離れて大学などに通いたい」は0％でした。 

 

大学・短大、専門学校

などに進学したい

96.3%

働きたい

3.7%

その他

0.0%
無回答

0.0%
N=27

自宅から大学など

に通いたい

65.4%

自宅から離れて大学

などに通いたい

0.0%

住まいには

こだわらない

26.9%

その他

3.8%

無回答

3.8%N=26



11 

問14 問13の回答のように住まいを希望する理由はなんですか。（○は３つまで） <MA> 《非該

当：454件を除く》 

「自宅の方が生活に困らないから」が38.5％で最も多く、次いで「住みなれた地域で暮らしたいから」

が19.2％、「行きたい大学があるから」が15.4％で続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0 

3.8 

7.7 

19.2 

38.5 

7.7 

3.8 

15.4 

7.7 

23.1 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

N=26

小金井市以外に暮らしたい

地域があるから

親もとを離れて暮らしたいから

小金井市に愛着があるから

住みなれた地域で暮らしたいから

自宅の方が生活に困らないから

地元の友人がいるから

親が希望しているから

行きたい大学があるから

その他

無回答



12 

問15 就職先の地域に関して希望はありますか。（○は１つだけ） <SA> 《非該当：404件を除く》 

「特にこだわらない（働ければいい）」が36.8％で最も多く、次いで「市外（小金井市の自宅から通

える地域）で働きたい」が26.3％、「市外（小金井市の自宅から通えない地域）で働きたい」が9.2％で

続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内で働きたい

3.9%

市外（小金井市の

自宅から通える地域）

で働きたい

26.3%

市外（小金井市の

自宅から通えない地

域）で働きたい

9.2%

特にこだわらない

（働ければいい）

36.8%

働きたいと思わない

1.3%

その他

1.3%

無回答

21.1%

N=76



13 

問16 問15で「１」～「３」と回答した方にお伺いします。問15の回答のように働く場所を考える理

由は何ですか。（○は３つまで） <MA> 《非該当：448件を除く》 

「住みなれた地域で暮らしたいから」が25.0％で最も多く、次いで、「働きたい会社があるから」が

21.9％、「小金井市以外で暮らしたい地域があるから」「自宅の方が生活に困らないから」があ15.6％

で続きます。 

 

問17 問14で「１」を選んだ方、または問16で「１」を選んだ方にお伺いします。暮らしたい地域とそ

の理由は何ですか。（地域や街の名前） <FA> 

・茨城県：故郷で働きたい 

・中央・港・新宿区：利便性が高いので 

・23区内：都心に近い方が買い物もおいしい店もあるから 

 

 

 

 

 

 

 

15.6 

12.5 

12.5 

25.0 

15.6 

12.5 

0.0 

21.9 

6.3 

3.1 

3.1 

6.3 

0% 10% 20% 30%

N=32

小金井市以外に暮らしたい地域があるから

親もとを離れて暮らしたいから

小金井市に愛着があるから

住みなれた地域で暮らしたいから

自宅の方が生活に困らないから

地元の友人がいるから

親が希望しているから

働きたい会社があるから

自宅から徒歩圏の場所で働きたいから

地元で働くことに興味があるから

その他

無回答



14 

５．出産・子育てに関する意向について 

問18 現在、お子さんはいますか。（○は１つだけ） <SA> 

子どものいる人が41.0％、いない人が56.9％です。 

 

 

問19 問18で「１」と回答した方にお伺いします。第一子がお生まれになったのは、あなたが何歳

のときですか。 <IN> 《非該当：283件を除く》 

「30～34 歳」が 38.1％で最も多く、次いで「25～29 歳」が 37.6％、「35～39 歳」が 13.7％で続きま

す。 

 

はい

41.0%

いいえ

56.9%

無回答

2.1%
N=480

20歳未満

0.5% 20～24歳

7.6%

25～29歳

37.6%

30～34歳

38.1%

35～39歳

13.7%

無回答

2.5%
N=197



15 

問20 問18で「１」と回答した方にお伺いします。あなたの現在のお子さんの人数は何人ですか。

（○は１つだけ） <SA> 《非該当：283件を除く》 

「1人」が 52.8％で最も多く、次いで「2人」が 38.1％で続きます 

 

問21 問18で「１」と回答した方にお伺いします。お子さんが生まれたことをきっかけに仕事を辞

めたことがありますか。（○は１つだけ） <SA> 《非該当：283件を除く》 

「仕事を辞めたことがある」が36.5％、「仕事を辞めたことはない」が61.9％です。 

 

 

 

１人

52.8%

２人

38.1%

３人

7.1%

４人

1.5%

５人以上

0.0% 無回答

0.5%

N=197

仕事を辞めたこと

がある

36.5%

仕事を辞めたこと

はない

61.9%

無回答

1.5%
N=197
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問22 問21で「１」と回答した方にお伺いします。仕事を辞めた理由は何ですか。（○は１つだけ） 

<SA> 《非該当：408件を除く》 

「勤め先や仕事の状況から働き続けるのが難しかったため」が 29.2％で最も多く、次いで「家事や

育児に時間をとりたかったため」が 22.2％で続きます。 

 

  

22.2 

4.2 

29.2 

6.9 

1.4 

8.3 

25.0 

2.8 

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

30.0 

35.0 

家
事
や
育
児
に
時
間
を
と
り
た
か
っ
た
た
め

家
事
や
育
児
に
つ
い
て
周
囲
の
支
援
が

得
ら
れ
な
か
っ
た
た
め

勤
め
先
や
仕
事
の
状
況
か
ら
働
き
続
け
る
の
が

難
し
か
っ
た
た
め

家
庭
と
両
立
す
る
努
力
を
し
て
ま
で
仕
事
を

続
け
た
い
と
思
わ
な
か
っ
た
た
め

配
偶
者
な
ど
家
族
が
希
望
し
た
た
め

体
力
面
で
厳
し
か
っ
た
た
め

そ
の
他

無
回
答

（％） N=72
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問23 問21で「２」と回答した方にお伺いします。仕事を続けた理由は何ですか。（○は１つだけ） 

<SA> 《非該当：357件を除く》 

「家事が育児との両立の努力をしても、仕事を続けていたかったため」が 25.2％で最も多く、次い

で「収入面で厳しかったため」が 17.9％で続きます。 

 

 

問24 あなたが最終的に持つつもりのお子さんの人数をご回答ください。（○は１つだけ） <SA> 

「2人」が53.5％で最も多く、次いで「1人」が12.5％、「3人」が12.1％で続きます。 

 

 

 

25.2 

10.6 
8.9 

7.3 6.5 

17.9 17.1 

7.3 

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

30.0 

家
事
や
育
児
と
の
両
立
の
努
力
を
し
て
も
、

仕
事
を
続
け
て
い
た
か
っ
た
た
め

勤
め
先
や
仕
事
の
状
況
か
ら
働
き
続
け
る

必
要
が
あ
っ
た
た
め

家
事
や
育
児
に
つ
い
て
勤
め
先
の
支
援
が

得
ら
れ
た
た
め

家
事
や
育
児
を
手
伝
っ
て
く
れ
る

親
族
が
い
た
た
め

配
偶
者
な
ど
家
族
が
希
望
し
た
た
め

収
入
面
で
厳
し
か
っ
た
た
め

そ
の
他

無
回
答

（％） N=123

０人

7.7%

１人

12.5%

２人

53.5%

３人

12.1%

４人

1.5%

５人以上

0.4%

無回答

12.3%

N=480
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問25 最終的に持つつもりのお子さんの人数はあなたにとって理想的ですか。（○は１つだけ） 

<SA> 

「理想的」が 59.4％、「理想より少ない」は 26.7％です。 

 

 

「理想より少ない」と回答した人の理想的な子どもの数をみると、「3 人」が 53.9％で最も多く、次い

で「2人」が 26.6％が続きます。 

 

 

 

理想より少ない

26.7%

理想的

59.4%

理想より多い

1.5%

無回答

12.5%

N=480

0人

0.8% 1人

3.1%

2人

26.6%

3人

53.9%

4人

3.1%

5人以上

0.0%

無回答

12.5%
N=128
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問26 問25で「１」と回答した方にお伺いします。その理由は何ですか。（○は３つまで） <MA> 

《非該当：352件を除く》 

「子育てや教育にお金がかかりすぎる」が 75.8％で最も多くう、次いで「年齢や体力的に難しい」が

37.5％、「自分の仕事に差し支えがある」「育児の負担に耐えられない」が 18.0％、「家が狭い」が

17.2％で続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

75.8 

17.2 

18.0 

6.3 

3.1 

37.5 

18.0 

7.0 

7.0 

7.8 

2.3 

12.5 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80%

N=128

子育てや教育にお金が

かかりすぎる

家が狭い

自分の仕事に差し支えがある

子どもをのびのびと

育てられる環境ではない

自分や夫婦の時間を

大切にしたい

年齢や体力的に難しい

育児の負担に耐えられない

健康上の理由

配偶者から家事や育児への

協力を得ることが難しい

配偶者が望まないから

子ども全員が、自分や配偶者の

定年退職までに成人してほしいから

その他

無回答
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問27 少子高齢化が進んでいますが、一般的に、どのような条件がそろえば子どもを産み育てや

すくなると思いますか。（○は３つまで） <MA> 

「保育園・児童館などの子育て環境の充実」が 45.0％で最も多く、次いで「子育てにかかる費用の

負担軽減」が 43.3％、「職場における理解や支援」が 33.1％、「自分や夫婦のワーク・ライフ・バランス

（生活と仕事の両立）の実現」が 25.2％で続きます。 

 

 

  

11.9 

33.1 

25.2 

9.0 

13.5 

45.0 

5.2 

4.4 

10.8 

43.3 

14.6 

19.4 

3.5 

3.8 

16.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

N=480

配偶者・家族の理解

職場における理解や支援

自分や夫婦のワーク・ライフ・バランス

（生活と仕事の両立）の実現

育児・家事に関する家族などの援助

育児休業制度の充実

保育園・児童館などの

子育て環境の充実

ボランティアなど、地域における

子育ての応援体制

市立小・中学校などの

教育環境の充実

出産費用の負担軽減

子育てにかかる費用の負担軽減

生活費・医療費などの負担軽減

世帯所得の向上

子育てに適した環境の住宅の入手

その他

無回答
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６．小金井市の住みやすさや定住意向について 

問28 小金井市は住みやすいと思いますか。（○は１つだけ） <SA> 

「どちらかというと住みやすい」が41.9％で最も多く、次いで「住みやすい」が34.0％、「どちらともい

えない」が14.4％で続きます。「住みやすい」「とちらかというと住みやすい」の合計は7割を超えてい

ます。 

 

問29 将来、小金井市に住み続けたいと思いますか。（○は1つだけ） <SA> 

「どちらかというと住み続けたい」が 41.7％で最も多く、次いで「わからない」が 22.1％、「住み続け

たい」が 17.1％で続きます。「住み続けたい」「どちらかというと住み続けたい」の合計は約 6割です。 

 

住みやすい

34.0%

どちらかというと

住みやすい

41.9%

どちらともいえない

14.4%

やや住みにくい

5.6%

住みにくい

3.5%

無回答

0.6%N=480

住み続けたい

17.1%

どちらかというと

住み続けたい

41.7%

あまり

住み続けたくない

7.9%

住み続けたいと

思わない

10.0%

わからない

22.1%

無回答

1.3%
N=480
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問30 「住み続けたいまち」とはどんなまちだとお考えですか。（○は３つまで） <MA> 

「街が安全・安心である」が 36.3％で最も多く、次いで「買い物等の日常生活が便利である」が

29.8％、「みどり・水辺などの自然環境がよい」が 28.3％、「安心して子どもを産み育てられる」が

26.0％で続きます。 

 

28.3 

20.6 

1.5 

24.6 

7.1 

0.8 

26.0 

25.2 

12.9 

8.5 

5.0 

10.2 

1.9 

36.3 

4.2 

2.3 

29.8 

13.3 

10.2 

6.3 

4.0 

5.2 

0% 10% 20% 30% 40%

N=480

みどり・水辺などの自然環境がよい

街の清潔さなどの住環境がよい

温暖化対策など環境への配慮がある

駅周辺の整備などの街の利便性が高い

商店街の活性化などの街の賑わいがある

市内外から多くの人が訪れ、楽しめる

安心して子どもを産み育てられる

子どもがのびのび育つ環境がある

学校などの教育・学習環境がよい

誰もがいきいきと暮らせる

高齢者が安心して暮らせる

安心して医療を受け、健やかに暮らせる

個人の人権や生き方を尊重される

街が安全・安心である

地域コミュニティ・近所づきあいがある

まちづくりに幅広い世代が参加している

買物などの日常生活が便利である

勤務地や繁華街への交通が便利である

住宅条件（広さ・日当たり・家賃など

のバランス）がよい

文化施設やスポーツ施設など、

余暇活動がしやすい環境がある

その他

無回答


